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OTTサービスの多様化

Amazon Prime Videoで
NFLのライブ配信

NETFLIXで
低価格プラン「広告つきベーシック」

出典： NETFLIXホームページJapan Cable Laboratories Confidential and Proprietary



5

広告有
（無料）

リニア
（放送型）

ノンリニア
（VOD型）

vMVPD
(有料放送型サービス)

DAZN、YouTube TV

FAST
(無料放送型サービス)

ABEMA TV

A-VOD
(広告付き動画配信サービス）

TVer

S-VOD
(定額制動画配信サービス)

NETFLIX、Disney+、Hulu
Amazon Prime Video

広告無
（有料）

OTTサービスの４つのカテゴリー

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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広告有
（無料）

リニア
（放送型）

ノンリニア
（VOD型）

vMVPD
(有料放送型サービス)

DAZN、YouTube TV

FAST
(無料放送型サービス)

ABEMA TV

A-VOD
(広告付き動画配信サービス）

TVer

S-VOD
(定額制動画配信サービス)

NETFLIX、Disney+、Hulu
Amazon Prime Video

NETFLIX
Disney+

A
m

a
z
o
n

P
rim

e
 V

id
e
o

広告無
（有料）

サービス多様化で垣根がなくなりつつある

Fire TV Channel
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米国では、多チャン放送加入者の減少が顕著
米国Pay-TVプロバイダの加入者（2022年4Q）

ケーブル事業者

✓ Comcastの加入者数は、約1,614万人

✓ 2022年に約203万人減

✓ 上位ケーブル事業者の加入者数は、約3,778万人

✓ 2022年に約353万人減

通信事業者、衛星放送事業者

✓ 上位事業者の加入者数は、約2,412万人

✓ 2022年に約272万人減

vMVPD事業者

✓ 上位事業者の加入者は、約828万人

✓ 2022年に約37万人増

出典：Leichtman Research Group「Research Notes」（1Q 2023）
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5つの重点分野

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

オールＩＰ
放送のIＰ化

テレビサービス高度化

サービス技術

サービス技術

イ
ン
フ
ラ
技
術

イ
ン
フ
ラ
技
術

新サービス

有線 無線

サービス品質

・サイバーセキュリティ
・光NW構築・運用効率化（POC)

・光NW構築・運用
効率化

(監視ガイド)

・over10G

・屋外Wi-Fi
・LPWA

・IP受信端末評価・
デモルーム構築

・宅内端末のあり方
・IP放送運用仕様
・CO2排出量削減

・多ch高度化
・スマートホーム
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IP放送、IP配信の定義とラボの取り組み

IP放送（マルチキャスト） IP配信（ユニキャスト）

事業種別 放送 通信

サービス例 ひかりTV（NTTドコモ）
NHKプラス、TVer、Abema
NETFLIX、Disney+、、、、

受信端末 STB、テレビ
スマホ、タブレット、PC、

STB、テレビ

ラボの取り組み
2022年度～現在

IP放送運用仕様作成

2021年度
IP配信システム構築
ガイドライン作成

背景 事業者のニーズ 技術進展によるRF放送代替論

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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IP放送（マルチキャスト）とIP配信（ユニキャスト）

2022年度
～現在
運用仕様

2021年度
ガイドライン

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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IP配信の取り組み

IP放送（マルチキャスト） IP配信（ユニキャスト）

事業種別 放送 通信

サービス例 ひかりTV（NTTドコモ）
NHKプラス、TVer、Abema
NETFLIX、Disney+、、、、

受信端末 STB、テレビ
スマホ、タブレット、PC、

STB、テレビ

ラボの取り組み
2022年度～現在

IP放送運用仕様作成

2021年度
IP配信システム構築
ガイドライン作成

背景 事業者のニーズ 技術進展によるRF放送代替論

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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なぜ、IP配信システム構築ガイドラインをまとめたか？
✓ 国内では、地デジ同時配信（IPユニキャスト）が拡充

✓ 総務省では、小規模中継局や共聴施設におけるブロードバンド等（IPユニキャスト含む）による放送代替
の議論

✓ 海外では、RFの多チャンネル放送が純減し、FASTやvMVPDが増加の傾向

✓ 将来、RF放送に代わるブロードバンドでの放送代替手段としてIP配信システムの検討が必要ではないか

✓ ガイドラインはRFと同等の体感品質とするために必要となるIP配信の要素技術と実現手段の選択肢を示す

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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品質を支える新たな技術

出典：NHK技研公開2021

◆ チャンネル切り替え時間の短縮化

CMAFフォーマットを用いることで、これまでのGOP構

造解析を待たずに再生可能となるため、視聴者の
QoE改善が期待される

◆ クラウド接続の高品質化、セキュア化

AWS等、パブリッククラウドにインターネットを経由せず

に閉域で接続できるサービス。ファイアウォール、仮想
ネットワーク、帯域確保、冗長構成等、柔軟に対応
可能で、クラウドでありながらオンプレミスと同等なセ
キュアな環境を提供

出典：KDDI ホームページ

CMAF伝送と従来伝送の比較概念図

KDDI WVS2サービスの事例

IP配信システム構築
ガイドライン（抜粋）

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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クラウドソリューションの例

⚫ SONY、Grass Valley、ATEME、TELESTREAMなど、制作から配信までクラウドソ
リューションを提供

⚫ ATEMEは、AWS上でCMAFを使ったE2Eで5秒の低遅延配信を提供

出典：NAB Show 2023Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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横断検索機能
IP配信システム構築
ガイドライン（一部抜粋）

IP配信プラットフォームの全体像

◆ 横断検索の必要性

自主放送のOTT化、既存OTTサービス、地デジ同時

配信など、数多くのコンテンツから見たい番組を容易
に探し出せる横断検索、UI/UXが必須

◆ OTTの横断検索

Rokuは、アプリケーション横断の検索機能を提供
例えば、TITANICを検索すると、
VUDUが$3.99でレンタル、
Apple TVが$9.99で購入と表示

Rokuの横断検索結果

出典：NAB Show 2023Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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JLabs DOC-090

「IP配信システム構築ガイドライン」

https://www.jlabs.or.jp/tst/Document/library/doc/DOC-090_1.0.pdf

ラボホームページからアクセスお願いします
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IP放送の取り組み

IP放送（マルチキャスト） IP配信（ユニキャスト）

事業種別 放送 通信

サービス例 ひかりTV（NTTドコモ）
NHKプラス、TVer、Abema
NETFLIX、Disney+、、、、

受信端末 STB、テレビ
スマホ、タブレット、PC、

STB、テレビ

ラボの取り組み
2022年度～現在

IP放送運用仕様作成

2021年度
IP配信システム構築
ガイドライン作成

背景 事業者のニーズ 技術進展によるRF放送代替論

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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IP放送の技術基準

受信者端子における信号の条件

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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いよいよ、IP放送も視野に

出典：連盟オールIP化検討TT資料
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新規に制定したIP放送運用仕様

項目 IP再放送 IP自主放送

放送種別 地デジ・BS・高度BS 専門ch・コミch

運用要件

IPパススルー方式
放送波をそのまま伝送し、品質劣化なし

ACASでIP放送
従前のMarlinのIP放送をACAS対応に

パターン１* パターン２* パターン３*

仕様書 SPEC-045 1.0版 SPEC-028 第二編 1.0版 SPEC-035 第二編 1.0版

放送波
受信

仕様範囲

IP
STB

IP放送
サーバ

番組
供給者

エン
コーダ

MUX ACAS
IP放送
サーバ

IP
STB

仕様範囲

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

* 現行JLabs SPEC-035 3.2版 第2章で定義された運用パターン
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現行仕様書との関連性
現行仕様書 改定・新規制定後の仕様書

IP再放送運用仕様
JLabs SPEC-039 1.0版

IP再放送運用仕様
JLabs SPEC-039 1.0.1版

ー
IP再放送運用仕様
（IPパススルー方式）

JLabs SPEC-045 1.0版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028 1.2版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028

第一編 Marlin方式 1.2.1版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028

第二編 ACAS対応 1.0版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035 3.2版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035

第一編 RF放送仕様 3.3版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035

第二編 IP放送仕様 1.0版

改定

新規制定

改定

新規制定

新規制定

改定

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

IP

再
放
送

IP

自
主
放
送
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ご説明対象のIP放送運用仕様
関連仕様書 改定・新規制定後の仕様書

IP再放送運用仕様
JLabs SPEC-039 1.0版

IP再放送運用仕様
JLabs SPEC-039 1.0.1版

ー
IP再放送運用仕様
（IPパススルー方式）

JLabs SPEC-045 1.0版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028 1.2版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028

第一編 Marlin方式 1.2.1版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028

第二編 ACAS対応 1.0版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035 3.2版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035

第一編 RF放送仕様 3.3版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035

第二編 IP放送仕様 1.0版

改定

新規制定

改定

新規制定

新規制定

改定

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

IP

再
放
送

IP

自
主
放
送
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IP再放送運用仕様（IPパススルー方式）
関連仕様書 改定・新規制定後の仕様書

IP再放送運用仕様
JLabs SPEC-039 1.0版

IP再放送運用仕様
JLabs SPEC-039 1.0.1版

ー
IP再放送運用仕様
（IPパススルー方式）

JLabs SPEC-045 1.0版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028 1.2版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028

第一編 Marlin方式 1.2.1版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028

第二編 ACAS対応 1.0版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035 3.2版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035

第一編 RF放送仕様 3.3版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035

第二編 IP放送仕様 1.0版

改定

新規制定

改定

新規制定

新規制定

改定

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

IP

再
放
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主
放
送
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地デジ・BS
RF受信

RF復調
デ

スクランブル
多重分離

映像音声
デコード

映像音声
エンコード

再多重 スクランブル IP配信

①再符号化方式

TS or MMT CAS or DRM RF ⇒ IP

JLabs SPEC-045（地デジ、BS、高度BS）

MPEG2 ⇒ H264 or
H265

IP受信機

2.5秒*

地デジ・BS
RF受信

RF復調
デ

スクランブル
多重分離

映像音声
デコード

映像音声
エンコード

再多重 スクランブル IP配信

②再多重化方式

MMT ⇒ TS CAS or DRM RF ⇒ IP

IP受信機

地デジ・BS
RF受信

RF復調
デ

スクランブル
多重分離

映像音声
デコード

映像音声
エンコード

再多重 スクランブル IP配信

③再暗号化方式

CAS ⇒ DRM RF ⇒ IP

IP受信機

地デジ・BS
RF受信

RF復調
デ

スクランブル
多重分離

映像音声
デコード

映像音声
エンコード

再多重 スクランブル IP配信

④直接配信方式

RF ⇒ IP

IP受信機

*地上デジタル放送IP再放送方式審査ガイドラインで「映像・音声・データ放送の遅延は、地上デジタル
テレビジョン放送の電波による受信の場合に比べて、システム全体で2.5秒以下であること」とされている

IP再放送の主な４方式の考え方

IPパススルー方式

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary



28

IPパススルー方式の概要

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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IP放送運用仕様（自主放送）
関連仕様書 改定・新規制定後の仕様書

IP再放送運用仕様
JLabs SPEC-039 1.0版

IP再放送運用仕様
JLabs SPEC-039 1.0.1版

ー
IP再放送運用仕様
（IPパススルー方式）

JLabs SPEC-045 1.0版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028 1.2版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028

第一編 Marlin方式 1.2.1版

IP放送運用仕様（自主放送）
JLabs SPEC-028

第二編 ACAS対応 1.0版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035 3.2版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035

第一編 RF放送仕様 3.3版

高度ケーブル自主放送運用仕様（ACAS対応）
JLabs SPEC-035

第二編 IP放送仕様 1.0版

改定

新規制定

改定

新規制定

新規制定

改定

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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SPEC-028とSPEC-035
JLabs SPEC-028

第二編 ACAS対応 1.0版
JLabs SPEC-035

第二編 IP放送仕様 1.0版

入力映像・音声 （映像）H.264、H.265 （音声）MPEG-2 AAC、MPEG-4 AAC、MPEG-4 ALS

プロトコルスタック TTS / RTP / UDP / IP

CAS運用 ACAS

運用パターン*

パターン１ パターン２ パターン３

素材TS

素材TS

SI/EPG
ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ

MUX
サブ

システム

CA
サブ

システム

PF事業者 CATV局HE

番組TS

SI/EPG
ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ

MUX
サブ

システム

PF事業者 CATV局HE

CAサブシステム

番組TS

MUX
サブ

システム

PF事業者 CATV局HE

CAサブシステム

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ
（ｿﾌﾄｳｪｱ）

* 現行JLabs SPEC-035 3.2版 第2章で定義された運用パターン

SI/EPG
ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ
(ﾛｺﾞﾃﾞｰﾀ)
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（参考）IP放送の伝送帯域試算

✓ 地デジやBS、高度BSのIP再放送やIP自主放送をおこなう場合、インターネットトラヒックも含め、最大、
1.5Gbps以上のネットワーク帯域が必要と見込まれる

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
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IP放送の伝送帯域試算

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary
＠東京国際フォーラム ホールE（主催者テーマ展示コーナ内）
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IP放送、IP配信の俯瞰図（FTTH）

リニア

B-CAS A-CAS

A-CAS

テレビ

A-CAS DRM

STB/テレビ

視聴制御

高度BS コミch専門ch地デジ

再放送 自主放送

vMVPD FAST

ノンリニア

A-VODS-VOD

通信事業（映像配信）

テレビ STB

テレビ

テレビ

サービス
視聴制御

FTTH

放送事業

DRM

DRM

受信機

視聴制御

受信機

STB/テレビ/市販IP受信機

STB/テレビ/市販IP受信機

RF放送
STB受信

IP放送 IP配信

移行後方互換性

①

②

③

④

⑤

⑥

STB

STB/テレビ

STB/ﾃﾚﾋﾞ

テレビ

STB/テレビ

A-CAS
STBの場合

C-CAS
JDS/JCC

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

テレビ

RF放送
テレビ受信

BS
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IP放送、IP配信の俯瞰図（HFC）

リニア

B-CAS A-CAS

A-CAS

テレビ

A-CAS DRM

STB/テレビ

視聴制御

高度BS コミch専門ch地デジ

再放送 自主放送

vMVPD FAST

ノンリニア

A-VODS-VOD

通信事業（映像配信）

テレビ STB

テレビ

テレビ

サービス
視聴制御

HFC

放送事業

DRM

DRM

受信機

視聴制御

受信機

STB/テレビ/市販IP受信機

STB/テレビ/市販IP受信機

RF放送
STB受信

IP放送 IP配信

移行後方互換性

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

STB

STB/テレビ

STB/ﾃﾚﾋﾞ

テレビ

STB/テレビ

A-CAS
STBの場合

C-CAS
JDS/JCC

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

テレビ

RF放送
テレビ受信

BS

STB

STB
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放送のIP化を必要と考えますか？

放送のIP化

必要 不要

経営者
（回答数12件）

必要
83.3%

不要
16.7%

放送のIP化

必要 不要

放送のIP化

必要 不要

不要
11.3%

必要
88.7%

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

2023年5月16日開催、第54回ラボワークショップでのアンケート結果より

実務者
（回答数106件）
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放送のIP化で望ましい形態は？

グラフ タイトル

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

④
29.1%

FTTH
（回答数110名）

⑥
24.3%

⑤
27.0%

④
28.8%

③
13.5%

② 5.4%

① 0.9%

2023年5月16日開催、第54回ラボワークショップでのアンケート結果より

Japan Cable Laboratories Confidential and Proprietary

グラフ タイトル

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

⑫
22.1%

⑪
12.6%

⑩
29.5%

⑨
17.9%

⑧
9.5%

⑦
8.4%

HFC
（回答者数95名）
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選択理由（抜粋）

グラフ タイトル

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

④
29.1%

⑥
24.5%

⑤
26.4%

④
29.1%

③
13.6%

② 5.5%

① 0.9%

選択 選択理由（抜粋）

① ・急変過ぎ、端末やお客様環境、不具合対応が追いつかない

② ・売上、顧客とのアクセス観点から、STBを継続設置

③

・お客様の利便性のため、市販TVの受信機能を活用
・共用HE運用と通信帯域確保の兼ね合いから
・RFでの伝送手段が確立しており、視聴率が高く一番トラフィックを消費する地デジをIP
化する意味を見出せない
・他業者と差別化としてSTBが必要

④
・市販TVで自主放送の視聴
・ユーザー目線として入力切替なく全ネットワークを視聴できることが望ましい
・ケーブル事業者の提供する放送サービスにはやはりSTBが必要
・STBレスにした方がお客さまの使い勝手がよいと思うため

⑤

・お客様資産の視聴デバイスからの方が視聴機会を増やせる。投資コスト抑止
・IP再放送についてはビジネス的なメリットがよくわからない。シンプルな形がよい。
・再送信はTV/HDDレコ内蔵チューナの利用がユーザ体験にとっては最適だから。
・超高齢化社会でSTB不要。高度な機能を操作できないから。
・専用端末の廃止

⑥

・自主放送を別収益化したい
・STB不要
・受信機価格の低減を踏まえれば、NTT等との設備共同保有も視野に、より汎用的な
仕組みが必要
・STB及び市販TV視聴が必要
・視聴形態の多様化の今後、STB必須のビジネスモデルはCATV業界として厳しい
・STBレンタル・買取等局によって運用が違うため、エリア外の引越し等の場合お客様機
器での受信が可能であった方が良い
・STB製造メーカーが減っている。各メーカ市販TV・レコーダーが対応してくれた方が、お
客様の利便性が良いと思います。

FTTH
（回答数110名）
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選択理由（抜粋）

グラフ タイトル

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

④
29.1%

⑥
24.5%

⑤
26.4%

④
29.1%

③
13.6%

② 5.5%

① 0.9%

⑫
22.1%

⑪
12.6% ⑩

29.5%

⑧
9.5%

⑦
8.4%

選択 選択理由（抜粋）

① ・急変過ぎ、端末やお客様環境、不具合対応が追いつかない

② ・売上、顧客とのアクセス観点から、STBを継続設置

③

・お客様の利便性のため、市販TVの受信機能を活用
・共用HE運用と通信帯域確保の兼ね合いから
・RFでの伝送手段が確立しており、視聴率が高く一番トラフィックを消費する地デジをIP
化する意味を見出せない
・他業者と差別化としてSTBが必要

④
・市販TVで自主放送の視聴
・ユーザー目線として入力切替なく全ネットワークを視聴できることが望ましい
・ケーブル事業者の提供する放送サービスにはやはりSTBが必要
・STBレスにした方がお客さまの使い勝手がよいと思うため

⑤

・お客様資産の視聴デバイスからの方が視聴機会を増やせる。投資コスト抑止
・IP再放送についてはビジネス的なメリットがよくわからない。シンプルな形がよい。
・再送信はTV/HDDレコ内蔵チューナの利用がユーザ体験にとっては最適だから。
・超高齢化社会でSTB不要。高度な機能を操作できないから。
・専用端末の廃止

⑥

・自主放送を別収益化したい
・STB不要
・受信機価格の低減を踏まえれば、NTT等との設備共同保有も視野に、より汎用的な
仕組みが必要
・STB及び市販TV視聴が必要
・視聴形態の多様化の今後、STB必須のビジネスモデルはCATV業界として厳しい
・STBレンタル・買取等局によって運用が違うため、エリア外の引越し等の場合お客様機
器での受信が可能であった方が良い
・STB製造メーカーが減っている。各メーカ市販TV・レコーダーが対応してくれた方が、お
客様の利便性が良いと思います。

STB
活用

STB
活用

市販TV
活用

STB
活用

市販TV
活用

リモコン
１つ

STB
不要

市販TV
活用

視聴機会
増

STB
活用

STB
不要

市販TV
活用

自主放送
収益化

FTTH
（回答数110名）
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１．米国のOTTサービス動向

２．IP放送、IP配信の定義

３．IP配信の取り組み

４．IP放送の取り組み

５．IP放送、IP配信の選択肢

６．まとめ
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まとめ

✓ ケーブル業界で初めての本格的なIP放送開始に備え、IP放送運用仕様が
完成

✓ 試作機にて、マルチベンダでの相互接続が可能（技術ショーでデモ展示）

✓ オールIPには、RF放送のテレビ直接受信や自主放送のIP配信などを含め、
多くの選択肢あり

✓ 更に、IP放送・IP配信のような映像配信・エンタメ系サービス以外に、生活
支援系サービスも含む

✓ ラボの事業企画委員会では、オールIPに向けて、映像配信・エンタメ系サー
ビス、生活支援系サービスに適した「宅内端末のあり方」について、引き続き、
検討していきます



ご清聴ありがとうございました

一般社団法人 日本ケーブルラボ
【住所】〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町3-4-2 KDX茅場町ビル3F

【電話】03-5614-6100

【交通】東京メトロ東西線、日比谷線「茅場町」駅より徒歩2分（日比谷線2番出口）
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